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証券コード　3271
平成29年９月11日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

株 式 会 社 T H E グ ロ ー バ ル 社
代表取締役社長 永 嶋 秀 和

第７期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第７期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年９月25日（月曜日）

午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年９月26日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

新宿ＮＳビル30階　スカイカンファレンス　ホールＡ・Ｂ
（昨年度と会場が異なります。末尾の会場ご案内図をご参照
ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第７期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第７期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。株主総会参考書類並びに事業報告、計算
書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサ
イト（アドレスhttp://www.the-g.co.jp/）に掲載させていただきます。

お土産配布の中止について
　本総会において、お土産は配布しませんので、何卒ご理解いただきますよう
お願い申しあげます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

１．企業集団の現況

(1)　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、与党の支持率低下など不安定な

状況にありながら、株価は堅調に推移し、景気は緩やかな回復基調が続い

ております。

当社グループが属する不動産業界におきまして、新築マンション市場は、

平成29年６月の首都圏の新築マンション契約率が67.2％（出所：株式会社

不動産経済研究所の「首都圏のマンション市場動向」）と、好不調の目安

となる70.0％を下回りました。

これに対して、新築戸建市場は、都心近郊を中心に、底堅く推移し、比

較的好調に推移しております。

このような状況下、当社グループは、マンション事業において、利便性

の高い駅近物件を慎重に仕入れ、実需型コンパクトマンション等、多様化

するお客様のニーズに対応したデザイン性の高い高品質な家づくりに取

組みました。

戸建事業におきましては、建売住宅に加え、定額制規格住宅「HOUSTYLE 

(ハウスタイル)」の販売を推進する一方、新たに東京都墨田区とさいたま

市浦和区に支店を設置し、同エリア周辺における用地仕入れと住宅の受注

を強化しました。

また、これまでのマンション、戸建てに加え、インバウンド需要が見込

まれる京都市内や東京都区部におけるホテル用地仕入れ及び開発に積極

的に取組み、「GOZAN ～HOTEL&SERVICED APARTMENT」を引渡しました。

海外では、タイに続きベトナムでの合弁開発等に取り組んでおります。

　以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高

31,404百万円（前期比21.7％増）、営業利益1,837百万円（同6.5％増）、

経常利益1,463百万円（同9.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益949

百万円（同0.6％増）となりました。

－ 2 －

当連結会計年度の事業の状況
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　当連結会計年度におけるセグメントの業績は以下の通りであります。

　なお、売上高の金額につきましては、セグメント間の内部売上高を含め

て記載しております。

［マンション事業］

　マンション事業におきましては、「ウィルローズ茅ヶ崎」「ウィルレー

ナ東京根岸」「ウィルローズ府中宮西町」等、マンション合計397戸に加

え、「GOZAN ～HOTEL&SERVICED APARTMENT」の引渡しを行いました。

　以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高19,918百万円（前期

比63.8％増）、営業利益1,761百万円（同28.8％増）となりました。尚、

当セグメントにおける業績には、ホテル開発の売上高を含んでおります。

［戸建事業］

　戸建事業におきましては、「小金井市緑町プロジェクト」、「さいたま

市浦和区本太２期プロジェクト」、「川崎市宮前区有馬プロジェクト」

等、分譲241戸、請負工事65戸、計306戸の引渡しを行いました。

　以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高10,540百万円（前期

比15.5％減）、営業利益434百万円（前期比8.5％増）となりました。

［販売代理事業］

　販売代理事業におきましては、自社開発及び他社開発物件の販売代理を

行い、地域別の引渡実績は、東京都区部60物件202戸、東京都下30物件140

戸、神奈川県15物件116戸、埼玉県15物件23戸、千葉県4物件4戸、合計124

物件485戸となりました。

　以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高966百万円（前期比

28.5％減）、営業利益167百万円（同63.9％減）となりました。

［建物管理事業］

　建物管理事業におきましては、平成29年６月30日現在のマンション管理

戸数が前連結会計年度末に比べ245戸増加し、3,313戸となりました。

　以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高413百万円（前期比

8.6％増）、営業利益63百万円（同23.9％増）となりました。

［その他］

　その他としましては、ゴルフ練習場運営等による収入であります。

　以上の結果、当セグメントの売上高は51百万円（前期比27.2％減）、営

業利益は3百万円（同38.3％増）となりました。

－ 3 －

当連結会計年度の事業の状況
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②　設備投資の状況

特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

特記すべき事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第４期

(平成26年６月期)
第５期

(平成27年６月期)
第６期

(平成28年６月期)

第７期
(当連結会計年度)
(平成29年６月期)

売 上 高(千円 ) 37,509,995 27,478,515 25,800,980 31,404,690

親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益
( 千円 ) 1,043,447 309,566 944,339 949,782

１株当たり当期純利益( 円 ) 79.78 23.52 71.46 70.56

総 資 産(千円 ) 26,131,744 22,170,444 26,802,055 32,633,166

純 資 産(千円 ) 5,861,539 5,983,742 6,740,363 7,511,749

１株当たり純資産額( 円 ) 440.85 447.87 498.18 552.34

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

－ 4 －

当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

当社は親会社を有しておりません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主な事業内容

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル 住 販 463,810千円 100.0％ 不動産販売代理他

株式会社グローバル・エルシード 100,000千円 100.0％ 不動産売買他

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル ・ ハ ー ト 50,000千円 100.0％ 不動産管理他

株式会社グローバル・キャスト 200,000千円 100.0％ 不動産売買他

(4) 対処すべき課題

今後当社グループを取り巻く外部環境は、不動産価格の上昇、人口・世帯

数の減少による住宅市場の縮小、高齢化等による世帯構成をはじめとする社

会構造の変化、ライフスタイルの変化によるお客様ニーズの多様化等、長期

に亘り当社グループの事業環境に影響を及ぼすことが見込まれます。

これらの環境変化を踏まえ、当社といたしましては、用地仕入の強化や建

築コストの削減、顧客特性に合わせた市場競争力のある商品・サービスの提

供等により、お客様の満足の追求を図り生活価値の向上に貢献してまいる所

存であります。

当社グループでは、「事業の強化と拡充」を掲げ、既存事業におけるイノ

ベーションと国内外における新たなビジネスの可能性を調査検討し、収益獲

得機会の拡大を図り、持続的な成長を遂げてまいります。

マンション事業については、用地仕入価格及び建築費の高騰に加え、お客

様のニーズは多様化しております。これらへの対応として、蓄積したノウハ

ウを基に販売力の高い地域を中心とした仕入に注力し、明確な商品企画と更

なるデザインの向上をすることで、お客様のニーズを的確にとらえた商品提

供を目指してまいります。

また、都市部でのマンションの仕入れ・開発ノウハウをいかしたホテル開

発に加え、株式会社グローバル・ホテルマネジメントのホテル運営によるフ

ィー収入を積み上げることで、より安定した収益体制を確立してまいります。

戸建事業については、拡充した支店を活用し、より一層、仕入・販売の両

面を強化してまいります。

既存事業全般については、更なる需要の拡大が見込まれる投資物件、賃貸

マンション、アパートの開発も積極的に行う一方、販売効率を高めるため、

ＩＴ化を進める等、グループ全体のイノベーションを図ってまいります。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な事業所
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また、新規事業として、成長性・安定性・リスク等を勘案し、グループリ

ソースを活用し事業シナジーが見込める新規事業機会の創出に取り組み、市

場環境の変化にも対応できる安定的な事業基盤の構築に取り組みます。

特に、経済成長が注目されるアジアの不動産開発事業にかかわり、リスク

をヘッジしながら、合弁開発事業等を推進してまいります。

(5) 主要な事業内容（平成29年６月30日現在）

事　業 主 要 な 取 引

マ ン シ ョ ン 事 業 マンション・宿泊施設等の企画・開発・分譲等

戸 建 事 業 戸建の企画・開発・分譲及び請負工事、土地分譲

販 売 代 理 事 業 不動産販売代理業務及び不動産仲介業務

建 物 管 理 事 業 分譲マンション等の管理業務

(6) 主要な事業所（平成29年６月30日現在）

当 社 本社：東京都新宿区

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル 住 販
本社：同上

仲介センター：東京都中央区、東京都墨田区

株式会社グローバル・エルシード 本社：同上

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル ・ ハ ー ト 本社：同上

株式会社グローバル・キャスト

本社（登記上の本店）：埼玉県所沢市

本店：東京都新宿区

支店：東京都墨田区、東京都町田市、

　　　さいたま市浦和区

－ 6 －

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な事業所
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(7) 使用人の状況（平成29年６月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

マ ン シ ョ ン 事 業 20名(5名)         2名増（5名増）

戸 建 事 業 51名 12名減

販 売 代 理 事 業 57名(25名) 8名減（1名減）

建 物 管 理 事 業 8名         4名減

全 社 （ 共 通 ） 30名 16名増

合計 166名(30名) 6名減（4名増）

（注）１．使用人数は就業員数であり、常用パートを含んでおります。臨時雇用者数（パー

トタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、（）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理

部門に所属しているものであります。

②　当社使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

13名 1名減 43.8歳 6.4年

（注）　使用人数は就業員数であり、常用パートを含んでおります。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年６月30日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 東 京 ス タ ー 銀 行 3,409,400千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,389,839千円

株 式 会 社 静 岡 中 央 銀 行 2,100,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,908,681千円

NECキャピタルソリューション株式会社 1,250,000千円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,108,600千円

オ リ ッ ク ス 株 式 会 社 850,000千円

株 式 会 社 八 千 代 銀 行 779,200千円

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 704,500千円

城 北 信 用 金 庫 618,000千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 40,000,000株

②　発行済株式の総数 13,468,600株（自己株式76株を含む）

（注）ストックオプションの権利行使により、発行済株式の総数は、88,800株増加し

ております。

③　株主数 13,054名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

永 嶋 秀 和 2,635,600株 19.57％

STATE STREET BANK AND TRUST
C O M P A N Y 　 5 0 5 2 7 7

1,130,000株 8.39％

永 嶋 康 雄 481,300株 3.57％

有 賀 照 家 448,600株 3.33％

株式会社ワイエムエスディー 400,000株 2.97％

株 式 会 社 ３ Ｈ ・ ト ラ ス ト 400,000株 2.97％

日本マスタートラスト信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

378,400株 2.81％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

359,200株 2.67％

BANK JULIUS BAER AND CO., LTD. 291,496株 2.16％

奥 田 晃 久 224,600株 1.67％

宮 本 晋 一 224,600株 1.67％

（注）持株比率は、自己株式（76株）を控除して計算しております。

－ 8 －

株式の状況
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(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況

平成22年７月27日開催の取締役会決議による新株予約権（第４回）

(1) 新株予約権の払込金額　　１個につき1,332円

(2) 新株予約権の行使金額　　１株につき287円

(3) 新株予約権の行使期間　　平成24年10月１日から

平成32年７月14日まで

(4) 新株予約権の行使の条件

イ　当社普通株式の普通取引終値が550円以上、かつ、平成23年６月期

及び平成24年６月期の監査済みの当社連結損益計算書における当

期純利益がどちらも400百万円を超えた場合、本新株予約権を権利

行使できる。

ロ　新株予約権者は、本新株予約権の割当後、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役、執行役員または従業員の地位を喪失した

場合、当該喪失以降本新株予約権を行使することができない。

ハ　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

ニ　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該行使

時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、本

新株予約権の行使を行うことはできない。

ホ　各新株予約権の一部行使はできない。

(5) 当社役員の保有状況

区分 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役（社外取締役除く） 1,110個 普通株式　　　444,000株 4名

取締役以外の会社役員 43個 普通株式　　　 17,200株 3名

平成22年７月27日開催の取締役会決議による新株予約権（第５回）

(1) 新株予約権の払込金額　　払込みを要しない

(2) 新株予約権の行使金額　　１株につき313円

(3) 新株予約権の行使期間　　平成24年７月30日から

平成32年７月14日まで

(4) 新株予約権の行使の条件

イ　当社普通株式の普通取引終値が550円以上、かつ、平成23年６月期

及び平成24年６月期の監査済みの当社連結損益計算書における当

期純利益がどちらも400百万円を超えた場合、本新株予約権を権利
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行使できる。

ロ　新株予約権者は、本新株予約権の割当後、当社または当社の関係

会社の取締役、監査役、執行役員または従業員の地位を喪失した

場合、当該喪失以降本新株予約権を行使することができない。

ハ　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

ニ　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該行使

時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、本

新株予約権の行使を行うことはできない。

ホ　各新株予約権の一部行使はできない。

(5) 当社役員の保有状況

区分 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役（社外取締役除く） 210個 普通株式　　　84,000株 1名

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 永  嶋  秀  和

株式会社グローバル住販取締役

株式会社グローバル･エルシード取締役

株式会社グローバル･ハート取締役

株式会社グローバル･キャスト取締役

株式会社グローバル･ホテルマネジメント取締役

Global Real Management （Singapore) Pte. Ltd.

Chairman and Director

Global L-seed Ho Chi Minh Company Limited 
General Director

株式会社グローバル投資顧問取締役

取 締 役 永  嶋  康  雄
株式会社グローバル･エルシード代表取締役社長

GF KOTOBUKI CO.,LTD.　Director

取 締 役 奥  田  晃  久 株式会社グローバル住販代表取締役社長

取 締 役 吉　田　　　修

管理部長

株式会社グローバル住販取締役管理本部長

株式会社グローバル･エルシード取締役管理部長

株式会社グローバル･ハート取締役

株式会社グローバル･キャスト取締役管理部長

株式会社グローバル･ホテルマネジメント取締役

株式会社イタルグルメ取締役

取 締 役 岡　田　一　男

経営企画室長

株式会社グローバル住販取締役

株式会社グローバル･エルシード取締役

株式会社グローバル･ハート取締役

株式会社グローバル･キャスト取締役

取 締 役 辻　村　　　茂 －

常 勤 監 査 役 三　枝　龍次郎

株式会社グローバル住販監査役

株式会社グローバル･エルシード監査役

株式会社グローバル･ハート監査役

株式会社グローバル･キャスト監査役

株式会社グローバル･ホテルマネジメント監査役

株式会社グローバル投資顧問監査役

監 査 役 後　藤　　　勇

株式会社グローバル住販監査役

株式会社グローバル･エルシード監査役

株式会社グローバル･ハート監査役

株式会社グローバル･キャスト監査役

監 査 役 岡　崎　鶴　男 株式会社グローバル住販監査役

（注）１．取締役辻村茂氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役三枝龍次郎氏、監査役後藤勇氏及び監査役岡崎鶴男氏は、社外監査役であ

ります。

３．当社は、辻村茂氏、三枝龍次郎氏、後藤勇氏、岡崎鶴男氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

該当事項はありません。

③　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員（名） 支給額（千円）

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

4
（1）

128,535
（7,200）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
（3）

18,800
（18,800）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

7
（4）

147,335
（26,000）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役及び監査役の報酬額は、平成23年９月28日開催の第１期定時株主総会の決議に

より、それぞれ年額500,000千円以内及び年額50,000千円以内と定められております。
３．取締役永嶋康雄氏は、当社連結子会社株式会社グローバル・エルシードの代表取締役

社長、奥田晃久氏は当社連結子会社株式会社グローバル住販代表取締役社長として、
それぞれ各社から役員報酬を受け取っていることから、上記の対象となる役員の員数
には含めておりません。

④　社外役員に関する事項
イ　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

常勤監査役三枝龍次郎氏は、連結子会社である株式会社グローバル住
販、株式会社グローバル･エルシード、株式会社グローバル･ハート、
株式会社グローバル・キャスト、株式会社グローバル・ホテルマネジ
メント及び株式会社グローバル投資顧問の監査役であります。
監査役後藤勇氏は、連結子会社である株式会社グローバル住販、株式
会社グローバル･エルシード、株式会社グローバル･ハート及び株式会
社グローバル・キャストの監査役であります。
監査役岡崎鶴男氏は、連結子会社である株式会社グローバル住販の監
査役であります。

ロ　当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取 締 役 辻　村　　　茂
当事業年度に開催された取締役会27回すべてに出席し、主に会社
経営者の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

常 勤
監 査 役

三　枝　龍次郎

当事業年度に開催された取締役会27回すべてに出席し、監査役会
15回すべてに出席いたしました。常勤監査役として取締役の業
務執行を監査し、取締役会や監査役会において、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行うとともに、内
部統制の構築、運営について取締役の業務執行上の適法性につい
て適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 後　藤　　　勇

当事業年度に開催された取締役会27回すべてに出席し、監査役会
15回すべてに出席いたしました。取締役会や監査役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行うとともに、金融、不動産業界の経験に基づき、適宜、必要
な発言を行っております。

監 査 役 岡　崎　鶴　男

当事業年度に開催された取締役会27回すべてに出席し、監査役会
15回すべてに出席いたしました。取締役会や監査役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行うとともに、警視庁勤務における幅広い経験に基づき、当社
の反社会的勢力排除について適宜、必要な発言を行っておりま
す。
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ハ　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額

としております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支　　払　　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
37,500千円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」等

を参考に、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて、

会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や監査報酬の見積り

根拠などを検討した結果、会社法第399条第1項の同意をしております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人の解任又は不再任の決定の方針を次のとおり定めて

おります。

 (1) 当社は、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した

場合、又は、会計監査人の監査能力及び信用力並びに監査報酬等を総合

的に勘案し、会計監査人の解任又は不再任が相当と判断される場合、当

社監査役会の決議により、会計監査人の解任又は不再任の議案を株主総

会の会議の目的といたします。

 (2) 会計監査人が、会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると判断

される場合には、当社監査役会は、監査役全員の同意のもと、当該会計

監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解

任後、最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報

告いたします。
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④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定

める最低責任限度額であります。

(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
①　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであり、当社取締役会決議において、平成27年5月1日に会

社法改正に伴う必要な改定を実施しております。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

（１）取締役会は「取締役会規程」に取締役会決議・報告事項等を定め、当
該決議・報告事項等の定めに則り会社の業務執行を決定する。

（２）社外取締役を招聘し、取締役会が適法に行われていることを独立的な
立場から監督する。

（３）取締役の職務執行状況は、監査計画に基づき監査役の監査を受ける。
（４）代表取締役を「コンプライアンス管理規程」の実施統括責任者とし、

「コンプライアンス委員会」が実施の推進及び管理を行う。
（５）「公益通報者保護規程」に基づき、監査役を窓口とした社内通報制度

を設け、内部監視体制を強化する。
（６）社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、いかなる

取引も行わず、毅然とした態度で臨み、不当要求があった場合は、警
察及び顧問弁護士等との連携を図り組織的に対応する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（１）株主総会議事録、取締役会議事録については、「取締役会規程」「文

書管理規程」に則り、保存及び管理する。
（２）取締役の職務執行に係わる情報の作成・保存・管理状況について、監

査役の監査を受ける。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（１）取締役会において、的確な意思決定ができるよう社外取締役を招聘し、

適正な取締役員数をもって構成する。
（２）全社的な企業目標を定め、その浸透をはかるとともに、この目標に向

けて当社及び子会社が実施すべき具体的な目標を定める。各業務の執
行については、｢職務権限規程｣｢業務分掌規程｣その他の規程に定める
権限と責任及び実施手続きにより効率的な業務執行体制とする。
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（３）取締役会は、定期的にその結果のレビューを実施し、効率化を阻害す
る要因を排除・低減するなどの改善を促すことにより、目標達成の確
度を高め、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

４．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

（１）コンプライアンス体制の基礎として、「コンプライアンス管理規程」
に基づき運用し、コンプライアンス体制を強化する。

（２）内部監査部門として執行部門から独立した内部監査室を設置、各部門
の業務プロセス等を監視し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努
める。

（３）監査役を窓口とした社内通報制度を「公益通報者保護規程」に基づき
運用し、内部監視体制を強化する。

（４）監査役は、当社及び子会社の法令遵守体制及び社内通報制度の運用に
問題があると認めるときは、取締役会に対して適宜適切に意見を述べ
るとともに、必要があるときには改善策の策定を求めることができる。

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項
　監査役から職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監
査役を補助すべき使用人を当社内に置くものとする。

６．前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指
示の実効性確保に関する事項

（１）監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指示に従って、専らその
監査職務の補助を行うものとし、取締役からの指揮命令、制約を受け
ないものとする。

（２）監査役の職務を補助する使用人の任命・異動は、監査役の同意を得る
ものとする。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
（１）当社及び子会社の取締役及び使用人は、各監査役からの要請に応じ、

職務執行に関する事項を報告する。
（２）監査役は、取締役会のほかグループ経営会議、コンプライアンス委員

会その他重要な会議又は委員会に出席し、必要があると認めたときに
は、適宜適切に意見を述べるとともに、必要があるときには改善策の
策定を求めることができる。

（３）監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針
を確かめるとともに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスク
のほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について
意見を交換し、代表取締役との相互認識と信頼関係を深めるよう努め
る。

－ 15 －
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（４）社内通報窓口を利用して、当社及び子会社の全従業員が直接監査役に
内部通報ができる体制とする。

（５）監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けない体制を確保する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（１）監査役が、代表取締役に対する独立性を保持しつつ適正かつ実効的な

監査を行える体制とする。
（２）代表取締役は、監査役と定期的に会議を開催し、監査役が意見又は情

報の交換ができる体制とする。
（３）内部監査部門は、監査役との連絡会議を定期的に、また必要に応じて

開催し、取締役等及び使用人の業務の適法性・妥当性について監査役
が報告を受けることができる体制とする。

（４）監査役が、会計監査人及び子会社の監査役と円滑に連携できる体制と
する。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制
（１）当社及び子会社は、財務報告の信頼性確保のため、金融商品取引法等

の関係法令に基づく適切な内部統制を整備及び運用する体制を構築し、
その体制を継続的に評価し、必要な是正措置を行うものとする。

（２）内部統制報告制度に対応するため、当社及び子会社のIT統制のための
基本規程として情報システム管理規程等を制定し、当社システム担当
部門について他業務部門からの独立性を確保する。

１０．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（１）「リスク管理規程」を制定し、重大な影響を与えるリスクへの即応体

制を整備する。
（２）有事の際には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し、危機

管理対策にあたる。

１１．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

（１）「関係会社管理規程」を定め、子会社を管理する当社担当役員が、当
社に準じて子会社を管理する。

（２）当社の役職員が子会社の取締役に就任することにより、当社が、子会
社の業務の適正を監視できる体制とする。

（３）子会社は、業務及び取締役等の職務の執行の状況を定期的に当社の取
締役会に報告する。

（４）当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、子会社から定期的に業務内容
の報告を受け、子会社の重要な決定については事前協議を行うこと等
により、子会社の取締役の職務の執行の効率を確保する。

（５）当社と子会社との取引、子会社間の取引については、客観性を確保す
るものとする。

－ 16 －
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（６）当社及び子会社の監査役は、子会社の法令及び定款等への適合性を確
認する。

（７）子会社において、法令及び定款等に違反又はその懸念がある事象が発
生した場合、速やかに当社及び子会社の社長等に報告する体制を確保
する。

（８）監査役を窓口とした社内通報制度は、当社のみならず子会社にも適用
し、周知徹底をはかるとともに、通報を行った者が当該報告をしたこ
とを理由に不利な取扱いを受けない体制を確保する。

（９）子会社を当社の内部監査部門による定期的な監査の対象とし、その結
果を当社及び子会社の社長等に報告し、各部門と協力の上、改善策の
指導、実施の支援・助言等を行う。

（１０）子会社が当社に準じて実施する内部統制上のリスク及び損失の危険
の管理は、当社もその評価に関与する。

（１１）海外の子会社については、当該国の法令等の遵守を優先し、可能な
限り本方針に準じる。

②　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当連結会計年度において、記載すべき運用上の問題や業務の不適正はあ

りません。

　コンプライアンス及び事業リスクについては、当社及び子会社の役職員

に対して、事業別に当該事項を整理したチェックリストを作成し、社内講

習等で周知徹底するとともに、コンプライアンス及びリスクコントロール

の浸透を図っております。

　反社会的勢力に対する対応については、「反社会的勢力調査規程」を制

定し、取引排除を徹底するとともに、当社及び子会社の役職員に対して、

その基本的事項の再確認となる社内講習を実施する等、反社会的勢力との

取引排除の浸透を図っております。

　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評価を実

施し、当該連結会計年度において、重大な違反は見当たらず、内部統制シ

ステムは適切かつ有効に運用されております。

　当社及び子会社の事業報告においては、定期的に当社及び子会社の取締

役会及びグループ経営会議等で報告がなされ、改善が必要な課題や問題点

が生じた場合には、適時関連部署への指示を行っております。

　取締役会においては、年１回、その実効性を評価し、改善に役立ててお

ります。

－ 17 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

31,173,497

6,585,886

17,382

165,214

3,615,645

19,838,410

372,537

64,355

514,063

1,459,668

241,926

208,878

33,047

14,093

1,203,648

409,507

132,319

146,700

298,651

348,790

△132,319

流 動 負 債 14,087,586

買 掛 金 522,606

短 期 借 入 金 5,339,439

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

6,324,493

1 年内償還予定の
社 債

200,600

未 払 金 175,398

未 払 法 人 税 等 422,234

未 払 消 費 税 等 143,622

前 受 金 759,039

賞 与 引 当 金 12,595

そ の 他 187,556

固 定 負 債 11,033,829

社 債 308,800

長 期 借 入 金 10,645,136

繰 延 税 金 負 債 23,859

そ の 他 56,033

負 債 合 計 25,121,416

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,372,140

資 本 金 394,379

資 本 剰 余 金 1,340,608

利 益 剰 余 金 5,637,186

自 己 株 式 △33

その他の包括利益累計額 67,092

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

55,642

為替換算調整勘定 11,449

新 株 予 約 権 72,517

純 資 産 合 計 7,511,749

資 産 合 計 32,633,166 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,633,166
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 31,404,690

売 上 原 価 26,001,680

売 上 総 利 益 5,403,009

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,565,202

営 業 利 益 1,837,806

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,271

受 取 手 数 料 17,675

解 約 精 算 金 3,707

為 替 差 益 26,632

受 取 地 代 家 賃 12,307

そ の 他 19,315 90,910

営 業 外 費 用

支 払 利 息 329,969

支 払 手 数 料 116,935

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 8,129

そ の 他 10,617 465,651

経 常 利 益 1,463,065

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 2,271 2,271

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 10,157

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9,150

投 資 有 価 証 券 償 還 損 1,974 21,282

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,444,054

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 505,367

法 人 税 等 調 整 額 △11,095 494,272

当 期 純 利 益 949,782

親会社株主に帰属する当期純利益 949,782

－ 19 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：千円）

株　主　資　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 392,736 1,338,965 4,914,859 △33 6,646,527

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 1,642 1,642 3,285

剰 余 金 の 配 当 △227,455 △227,455

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

949,782 949,782

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 1,642 1,642 722,327 － 725,612

当 期 末 残 高 394,379 1,340,608 5,637,186 △33 7,372,140

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 13,651 5,395 19,046 74,788 6,740,363

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 3,285

剰 余 金 の 配 当 △227,455

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

949,782

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

41,991 6,054 48,045 △2,271 45,773

連結会計年度中の変動額合計 41,991 6,054 48,045 △2,271 771,386

当 期 末 残 高 55,642 11,449 67,092 72,517 7,511,749
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　　連結子会社の数　　8社

　　連結子会社の名称

　　株式会社グローバル住販

　　株式会社グローバル・エルシード

　　株式会社グローバル・キャスト

　　株式会社グローバル・ハート

　　株式会社グローバル・ホテルマネジメント

　　Global Real Management (Singapore) Pte.Ltd.

　　Global Life Service (Malaysia) Sdn.Bhd.

　　Global L-seed Ho Chi Minh Company Limited

　当連結会計年度中に新たに設立したGlobal L-seed Ho Chi Minh Company Limitedを連

結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

株式会社グローバル投資顧問

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称

関連会社の数　　2社

　関連会社の名称

　　株式会社イタルグルメ

　　GF KOTOBUKI CO.LTD.

　当連結会計年度中に新たに出資した株式会社イタルグルメを持分法適用の範囲に含めて

おります。

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社の名称

株式会社グローバル投資顧問

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない非連結子会社(株式会社グローバル投資顧問）は、当期純損益

(持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の適用の対象か

ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

めであります。

③　持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の直近の四半期決算を

基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちGlobal Real Management(Singapore)Pte.Ltd.の決算日は５月31日、

Global Life Service (Malaysia) Sdn.Bhd.及びGlobal L-seed Ho Chi Minh Company 

Limitedの決算日は３月31日であります。連結計算書類作成に当たっては、同日現在の計算

書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行
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っております。

その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法
仕掛販売用不動産及び販売用
不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定

額法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　また、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法によっております。

ロ　無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内の利

用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

　額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞

与支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ  当連結会計年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事（工期が

ごく短期間のものを除く。）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ  その他の工事

工事完成基準

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対

象外消費税等は当連結会計年度の費用として処理して

おります。

なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前

払費用に計上し、５年間で均等償却しております。
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２．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成

28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金 274,816千円

販売用不動産 2,753,974千円

仕掛販売用不動産 16,275,549千円

計 19,304,340千円

②　担保に係る債務

短期借入金 5,186,520千円

１年内返済予定の長期借入金 5,531,628千円

長期借入金 8,970,824千円

計 19,688,972千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 301,796千円

(3) 偶発債務

　当社連結子会社である株式会社グローバル・キャストが東京都杉並区下高井戸に建設し

た建売戸建住宅に関して隣地区分所有者１名が提起した民事訴訟（東京地方裁判所 平成27

年（ワ）第4223号 建物収去等請求事件）について、東京地方裁判所は株式会社グローバ

ル・キャストに対する原告請求（損害賠償請求額7,400千円及び建物収去等）をすべて退け

ましたが、原告はこれを不服として控訴しております。他の区分所有者108名等からの請求

（損害賠償請求額513,370千円及び建物収去等）については、別件民事訴訟（東京地方裁判

所 平成28年（ワ）第44007号建物収去等請求事件）として、現在も係争中であります。

４．連結損益計算書に関する注記

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損12,193千円

が売上原価に含まれております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 13,379,800株 88,800株 －株 13,468,600株

(注）発行済株式数の増加は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 76株 －株 －株 76株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

・決議 平成28年９月26日開催の第６期定時株主総会

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 227,455,308円

・１株当たり配当額 17円

・基準日 平成28年６月30日

・効力発生日 平成28年９月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

平成29年９月26日開催の第７期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 228,964,908円

・配当原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 17円

・基準日 平成29年６月30日

・効力発生日 平成29年９月27日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

第４回新株予約権
平成22年７月27日
取締役会決議分

第５回新株予約権
平成22年７月27日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 461,200株 427,600株

新株予約権の残高 1,153個 1,069個

－ 24 －
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして、主にマンションや戸建及び収益用不動産の開

発プロジェクトのための、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達しておりま

す。

②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式や外貨建債券等であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。また、取引先企業及び関係会社等に対し長期貸付を

行っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１カ月以内の支払期日であります。

借入金及び社債は、主にマンションや戸建及び収益用不動産の開発プロジェクトのた

めに調達するものであり、借入金の返済期日は最長で決算日後21年であります。このう

ち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制

1）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。

2）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

3）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管

理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。

⑤信用リスクの集中

該当事項はありません。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの（(注

2)参照）については、次表には含まれておりません。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

① 現 金 及 び 預 金 6,585,886 6,585,886 －

② 売 掛 金 17,382 17,382 －

③ 完 成 工 事 未 収 入 金 165,214 165,214 －

④ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 396,000 396,000 －

⑤ 破 産 更 生 債 権 等 132,319 － －

　 貸 倒 引 当 金 ※ △132,319 － －

－ － －

⑥ 長 期 貸 付 金 146,700 146,700 －

⑦ 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 298,651 298,651 －

資 産 計 7,609,835 7,609,835 －

① 買 掛 金 522,606 522,606 －

② 短 期 借 入 金 5,339,439 5,339,439 －

③ １年内返済予定の長期借入金 6,324,493 6,324,493 －

④ １年内償還予定の社債 200,600 200,600 －

⑤ 未 払 金 175,398 175,398 －

⑥ 社 債 308,800 308,800 0

⑦ 長 期 借 入 金 10,645,136 10,645,190 54

負 債 計 23,516,473 23,516,528 54

※破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注1）　金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

①　現金及び預金、②　売掛金、③　完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

④　投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、投資信託は公表されてい

る基準価格、外貨建債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

⑤　破産更生債権等

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

していることから、当該帳簿価額によっております。

⑥　長期貸付金、⑦関係会社長期貸付金

貸付金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 26 －
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負　債

①　買掛金、②　短期借入金、③　１年内返済予定の長期借入金、

④　１年内償還予定の社債、⑤　未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

⑥　社債

社債のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利に

よるものは、元利金の合計額を、新規に同様の調達を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

⑦　長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時

価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定

金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 3,000

関係会社株式 10,507

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「資産④　投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

（注3）　社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額　　　　　　　　　(単位：千円)

1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超

社債 200,600 188,800 60,000 60,000 － －

長期借入金 6,324,493 4,903,429 3,100,751 126,655 666,301 1,848,000

合計 6,525,093 5,092,229 3,160,751 186,655 666,301 1,848,000

７．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 552円34銭

(2) １株当たり当期純利益 70円56銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 27 －

連結注記表



2017/08/25 16:56:10 / 17313922_株式会社ＴＨＥグローバル社_招集通知

貸　借　対　照　表
（平成29年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,232,881

599,939

89,603

2,620

500,000

1,688

39,028

2,843,005

73,994

44,176

23,278

6,540

2,161

2,766,848

133,663

1,877,145

630,000

132,319

5,337

119,208

11,666

△142,492

流 動 負 債 743,984

短 期 借 入 金 315,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

362,704

未 払 金 11,717

未 払 費 用 7,963

未 払 法 人 税 等 32,406

未 払 消 費 税 等 4,996

預 り 金 6,403

賞 与 引 当 金 1,158

そ の 他 1,635

固 定 負 債 1,179,196

長 期 借 入 金 1,179,196

負 債 合 計 1,923,180

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,069,722

資 本 金 394,379

資 本 剰 余 金 1,340,608

資 本 準 備 金 281,179

その他資本剰余金 1,059,429

利 益 剰 余 金 334,768

その他利益剰余金 334,768

繰越利益剰余金 334,768

自 己 株 式 △33

評価・換算差額等 10,467

その他有価証券
評 価 差 額 金

10,467

新 株 予 約 権 72,517

純 資 産 合 計 2,152,706

資 産 合 計 4,075,887 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,075,887

－ 28 －

貸借対照表



2017/08/25 16:56:10 / 17313922_株式会社ＴＨＥグローバル社_招集通知

損　益　計　算　書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 843,540

売 上 原 価 －

売 上 総 利 益 843,540

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 592,511

営 業 利 益 251,029

営 業 外 収 益

受 取 利 息 40,299

為 替 差 益 26,524

そ の 他 742 67,566

営 業 外 費 用

支 払 利 息 40,976

融 資 手 数 料 10,675

そ の 他 5,000 56,651

経 常 利 益 261,944

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 2,271 2,271

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 8,617

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2,950

関 係 会 社 株 式 評 価 損 16,311

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10,173

投 資 有 価 証 券 償 還 損 1,974 40,026

税 引 前 当 期 純 利 益 224,189

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,741

法 人 税 等 調 整 額 △9,520 59,221

当 期 純 利 益 164,968
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株主資本等変動計算書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 392,736 279,536 1,059,429 1,338,965 397,254 397,254 △33 2,128,923

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 1,642 1,642 1,642 3,285

剰 余 金 の 配 当 △227,455 △227,455 △227,455

当 期 純 利 益 164,968 164,968 164,968

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額
( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 1,642 1,642 － 1,642 △62,486 △62,486 － △59,201

当 期 末 残 高 394,379 281,179 1,059,429 1,340,608 334,768 334,768 △33 2,069,722

評価・換算差額等

新株予約権
純 資 産
合 計

その他有価
証券評価差
額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 △7,307 △7,307 74,788 2,196,404

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 3,285

剰 余 金 の 配 当 △227,455

当 期 純 利 益 164,968

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額
( 純 額 )

17,774 17,774 △2,271 15,503

事業年度中の変動額合計 17,774 17,774 △2,271 △43,698

当 期 末 残 高 10,467 10,467 72,517 2,152,706
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額

法によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　また、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内の利用

可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

　　　　　　　　　　　　　　　　法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞与

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成

28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 31 －

個別注記表
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 129,690千円

(2) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社グローバル住販 577,849千円

株式会社グローバル・エルシード 9,742,729千円

株式会社グローバル・キャスト 4,566,634千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 502,528千円

短期金銭債務 300,277千円

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　　営業取引による取引高 843,540千円

　　営業取引以外の取引高 69,859千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普 通 株 式 76株 －株 －株 76株

－ 32 －
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 357千円

未払事業税 1,664千円

その他 598千円

繰延税金資産（流動）合計 2,620千円

繰延税金資産（固定）

創立費 4,476千円

貸倒引当金 43,631千円

新株予約権 21,689千円

関係会社株式評価損 14,446千円

その他 910千円

繰延税金資産（固定）小計 85,154千円

評価性引当額 △75,197千円

繰延税金資産（固定）合計 9,956千円

繰延税金負債（固定）との相殺額 △4,619千円

繰延税金資産（固定）の純額 5,337千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 4,619千円

繰延税金負債（固定）合計 4,619千円

繰延税金資産（固定）との相殺額 △4,619千円

繰延税金負債（固定）の純額 －千円

－ 33 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社

種類 会社等の名称

議決権等の所有

(被所有)割合

（%）

関連当事者と

の関係
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
株式会社グローバ

ル住販

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
94,161

そ の 他

（前受収益）
100

資 金 の 借 入 200,000 短 期 借 入 金 200,000

資 金 の 返 済 550,000 － －

利 息 の 支 払 17,748 － －

銀行借入に対

する債務保証
577,849 － －

子会社
株式会社グローバ

ル・エルシード

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
468,680

そ の 他

（前受収益）
104

資 金 の 借 入 300,000 短 期 借 入 金 100,000

資 金 の 返 済 800,000 － －

利 息 の 支 払 15,399 － －

銀行借入に対

する債務保証
9,742,729 － －

子会社
株式会社グローバ

ル・キャスト

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
255,415

そ の 他

（前受収益）
55

資 金 の 貸 付 1,300,000 短 期 貸 付 金 500,000

資 金 の 回 収 800,000
関 係 会 社

長 期 貸 付 金
500,000

利 息 の 受 取 36,107 － －

銀行借入に対

する債務保証
4,566,634 － －

子会社

株式会社グローバ

ル・ホテルマネジ

メント

（所有）

直接　100.0

資 金 貸 借

役員の兼任

資 金 の 貸 付 70,000
関 係 会 社

長 期 貸 付 金
70,000

増 資 の 引 受 20,000 － －

子会社

Global Life 

Service 

(Malaysia) Sdn. 

Bhd.

（所有）

間接　100.0

資 金 貸 借

役員の兼任
債 権 放 棄 30,000 － －

関連会社
株式会社イタルグ

ルメ

（所有）

直接　30.0

資 金 貸 借

役員の兼任
資 金 の 貸 付 60,000

関 係 会 社

長 期 貸 付 金
60,000

(注)　　取引条件及び取引条件の決定方針等

①　経営管理料等については、一定の合理的な基準に基づき決定しております。

②　資金貸付の取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。

③　株式会社グローバル住販、株式会社グローバル・エルシード及び株式会社グローバ

ル・キャストの銀行借入に対して、債務保証をしております。なお、保証料は受け

取っておりません。また、取引金額については債務保証残高を記載しております。

－ 34 －
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④　Global Life Service (Malaysia) Sdn. Bhd.に対する関係会社長期貸付金について、

債権放棄を行っております。なお、前事業年度において貸倒引当金を計上しており、

当事業年度において債権放棄に伴い引当金を取崩しております。

⑤　株式会社イタルグルメへの関係会社長期貸付金に対し、10,173千円の貸倒引当金を

計上しております。なお、当事業年度において、貸倒引当金繰入額10,173千円を特

別損失に計上しております。

⑥　上記金額には消費税等が含まれておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 154円45銭

(2) １株当たり当期純利益 12円26銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 35 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年８月９日

株式会社THEグローバル社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊　藤　文　男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙　尾　英　明 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社THEグローバル社の平成28年７

月１日から平成29年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討

する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社THEグローバル社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　　上

－ 36 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年８月９日

株式会社THEグローバル社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊　藤　文　男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙　尾　英　明 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社THEグローバル社の平成

28年７月１日から平成29年６月30日までの第７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び

その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及

びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的

は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　　上

－ 37 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第７期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

 (２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎

通を図り、情報の収集及び監査の環境整備に努めると共に、以下の方法

で監査を実施しました。

①　取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と

意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受けま

した。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社

からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監査すると共に、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 38 －
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２.監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

平成29年８月17日

株式会社THEグローバル社　監査役会

常勤監査役(社外監査役) 三 　 枝 　 龍 次 郎 

社 外 監 査 役 後 藤 　 勇 

社 外 監 査 役 岡 崎 鶴 男 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
剰余金の処分につきましては、業績並びに今後の事業展開等を勘案いたし

まして、期末配当は、以下のとおりといたしたいと存じます。
(１)　配当財産の種類

金銭といたします。
(２)　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金17円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は228,964,908円となります。

(３)　剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年９月27日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役１名選任の件
コーポレートガバナンスの充実の観点から、社外取締役を増員いたしたく、

新たに取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本総会において選任された取締役の任期は、当社定款の規定により

他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

きた

北
むら

村
 

　
あきら

章
(昭和24年9月4日)

昭和47年４月
平成６年６月
平成７年６月
平成９年６月
平成11年６月
平成13年４月

平成22年10月

平成25年７月

平成27年12月

野村不動産株式会社 入社
同社 大阪支店長
同社 取締役住宅企画部長
同社 取締役流通事業本部長
同社 常務取締役流通事業本部長
野村不動産アーバンネット株式会
社 代表取締役社長
東京不動産業健康保険組合 専務
理事
同組合 特別顧問（現任）
朝日住宅株式会社代表取締役専務
同社 退任

－千株

(注)１．北村 章氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．北村 章氏は、社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
(１)社外取締役候補者とした理由

北村 章氏は、不動産会社経営者としての豊富な知識、経験と幅広い
見識を有されていることから、当社の社外取締役として選任をお願い
するものであります。

(２)当社の社外取締役に就任してからの年数
北村 章氏は、当社において、新任の社外取締役候補者であり、社外

取締役としての在任期間はありません。
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(３)社外取締役との責任限定契約の内容の概要
北村 章氏が原案どおり選任された場合、会社法第427条第１項の規

定に基づき、当社は同氏との間で損害賠償責任を限定する契約を締結
する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令の定める最低責任限度額としております。

４．北村 章氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、取締役選任の場合、独立役員として同取引所に届け出る予定
であります。

以　上

－ 41 －

取締役選任の件



2017/08/25 16:56:10 / 17313922_株式会社ＴＨＥグローバル社_招集通知

メ　　モ
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

昨年度と会場が異なりますので、お間違えないようご注意願います。

会場：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

新宿ＮＳビル30階 スカイカンファレンス ホールＡ・Ｂ

新
宿
中
央
公
園

新宿ＮＳビル

甲州街道

新宿モノリス

ＫＤＤＩ
ビル

　　 新宿
センタービル

青梅街道

バス停

新
宿
中
央
公
園

京
王
百
貨
店

南口

西
口

新
宿
駅

Ｊ
Ｒ･

京
王
線･

小
田
急
線

新宿野村ビル
地上順路

地下順路

損保ジャパン
本社ビル

新宿エル
　タワー

新宿
三井ビル

新宿
住友ビル

　　新宿
第一生命ビル

ハイアット
リージェンシー

東京

都庁
第一本庁舎

都庁
第二本庁舎

京王プラザホテル

議
事
堂

都営地下鉄大江戸線
都庁前駅

工学院大学

エステック
情報ビル

新宿
郵便局

都営地下鉄大江戸線
新宿駅

京王新線・
都営地下鉄新宿線
新宿駅

新宿
ファーストウエスト

交通　ＪＲ線・京王線・小田急線・東京メトロ丸ノ内線　新宿駅「南

口・西口」より徒歩７分

都営地下鉄線（新宿線）・京王新線　新宿駅「新都心口」より

徒歩６分

都営地下鉄線（大江戸線）都庁前駅「Ａ３出口」より徒歩３分

地図




